
○
内
閣
府
令
第 

 
 

号 
経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
四
十
三
号
）
第

五
十
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
及
び
同
法
を
実
施
す
る
た
め
、
経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の

確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。 

令
和
五
年 

 

月 
 

 

日 

内
閣
総
理
大
臣 

岸
田 

文
雄 

経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
特
定
社
会
基
盤
事
業

者
の
指
定
等
に
関
す
る
内
閣
府
令 

（
特
定
重
要
設
備
） 

第
一
条 

経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）

第
五
十
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
に
つ
い
て
は
、
当
該
各
号
に

定
め
る
業
務
（
特
定
社
会
基
盤
役
務
の
提
供
を
行
う
た
め
に
不
可
欠
な
も
の
に
限
る
。
）
に
関
す
る
デ
ー
タ
の
処
理
（
当
該

処
理
が
停
止
し
た
場
合
に
当
該
業
務
に
大
き
な
支
障
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
全
部
又
は
一
部
を
行
う
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よ
う
構
成
さ
れ
た
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
（
情
報
処
理
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
九
十
号
）
第
二
条
第

三
項
に
規
定
す
る
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
を
い
い
、
当
該
業
務
の
運
営
の
た
め
に
特
に
必
要
な
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に

お
い
て
同
じ
。
）
及
び
当
該
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
を
稼
働
さ
せ
る
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
と
す
る
。 

一 

銀
行
業
（
銀
行
法
（
昭
和
五
十
六
年
法
律
第
五
十
九
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
銀
行
業
を
い
い
、
同
法
第
十
条

第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
行
う
も
の
に
限
る
。
次
条
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

次
に
掲
げ
る
業
務 

イ 

預
金
の
受
入
れ 

ロ 

資
金
の
貸
付
け
又
は
手
形
の
割
引 

ハ 

為
替
取
引 

二 

信
用
金
庫
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
三
十
八
号
）
第
五
十
四
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
行
う
も

の 

次
に
掲
げ
る
業
務 

イ 

会
員
の
預
金
の
受
入
れ 

ロ 

会
員
に
対
す
る
資
金
の
貸
付
け
（
手
形
の
割
引
を
含
む
。
次
号
ロ
に
お
い
て
同
じ
。
） 

ハ 

為
替
取
引 
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三 

中
小
企
業
等
協
同
組
合
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
一
号
）
第
九
条
の
九
第
一
項
（
第
一
号
及
び
第
二
号
（
会

員
に
対
す
る
資
金
の
貸
付
け
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
に
係
る
部
分
に
限
る
。
次
条
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
第

六
項
（
第
一
号
（
同
法
第
九
条
の
八
第
二
項
第
一
号
、
第
二
号
、
第
四
号
及
び
第
五
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
に
係
る

部
分
に
限
る
。
次
条
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
規
定
に
基
づ
き
行
う
も
の 

次
の
事
業
に
係
る
業
務 

イ 

会
員
の
預
金
の
受
入
れ 

ロ 

会
員
に
対
す
る
資
金
の
貸
付
け 

ハ 

為
替
取
引 

四 

資
金
移
動
業
（
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
五
十
九
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
資
金
移

動
業
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
条
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

資
金
移
動
業
に
係
る
業
務 

五 

保
険
業
（
保
険
業
法
（
平
成
七
年
法
律
第
百
五
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
保
険
業
を
い
う
。
次
条
第
五
号
に
お

い
て
同
じ
。
） 

保
険
金
の
支
払
又
は
損
害
の
塡
補
に
係
る
業
務 

六 

取
引
所
金
融
商
品
市
場
（
金
融
商
品
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
）
第
二
条
第
十
七
項
に
規
定
す
る
取

引
所
金
融
商
品
市
場
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
開
設
の
業
務
を
行
う
事
業 

当
該
業
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の
に
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係
る
業
務 

イ 

そ
の
開
設
す
る
取
引
所
金
融
商
品
市
場
に
お
け
る
有
価
証
券
の
売
買
（
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
（
金
融
商
品
取
引
法
第

二
条
第
二
十
項
に
規
定
す
る
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
該
当
す
る
も
の
及
び
そ
の
業
務
規
程
で

定
め
る
売
買
立
会
に
よ
ら
な
い
も
の
を
除
く
。
第
八
号
イ
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
市
場
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
（
同
条

第
二
十
一
項
に
規
定
す
る
市
場
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
を
い
い
、
当
該
業
務
規
程
で
定
め
る
立
会
に
よ
ら
な
い
も
の
を
除

く
。
同
号
イ
に
お
い
て
同
じ
。
） 

ロ 

金
融
商
品
取
引
法
第
百
三
十
条
の
規
定
に
よ
る
通
知
又
は
公
表 

七 

金
融
商
品
債
務
引
受
業
（
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
二
十
八
項
に
規
定
す
る
金
融
商
品
債
務
引
受
業
を
い
う
。
以
下

こ
の
号
及
び
次
条
第
七
号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

次
に
掲
げ
る
取
引
に
つ
い
て
行
う
金
融
商
品
債
務
引
受
業
に
係
る
業
務 

イ 

金
融
商
品
取
引
所
（
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
十
六
項
に
規
定
す
る
金
融
商
品
取
引
所
を
い
う
。
）
に
上
場
さ
れ

て
い
る
有
価
証
券
の
売
買
（
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
次
条
第
六
号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

ロ 

デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
（
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
二
十
三
項
に
規
定
す
る
外
国
市
場
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
を
除
く

。
） 
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ハ 

国
債
証
券
の
売
買
（
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
取
引
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

八 
第
一
種
金
融
商
品
取
引
業
（
金
融
商
品
取
引
法
第
二
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
第
一
種
金
融
商
品
取
引
業
を
い
う
。

以
下
こ
の
号
及
び
次
条
第
八
号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

第
一
種
金
融
商
品
取
引
業
に
係
る
業
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
行

為
に
係
る
業
務 

イ 

取
引
所
金
融
商
品
市
場
に
お
け
る
有
価
証
券
の
売
買
若
し
く
は
市
場
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
又
は
こ
れ
ら
の
媒
介
、
取

次
ぎ
若
し
く
は
代
理 

ロ 

イ
に
掲
げ
る
行
為
に
関
し
て
行
う
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
八
項
第
十
六
号
又
は
第
十
七
号
に
掲
げ
る
行
為 

九 

信
託
業
（
信
託
業
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
五
十
四
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
信
託
業
を
い
う
。
次
条
第
九

号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

信
託
財
産
の
管
理 

十 

資
金
清
算
業
（
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
二
十
項
に
規
定
す
る
資
金
清
算
業
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
及
び
次

条
第
十
号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

資
金
清
算
業
に
係
る
業
務 

十
一 

第
三
者
型
前
払
式
支
払
手
段
（
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
第
三
条
第
五
項
に
規
定
す
る
第
三
者
型
前
払
式
支
払
手
段

を
い
い
、
同
法
第
四
条
各
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
次
条
第
十
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
発
行
の
業
務
を
行
う
事
業 
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当
該
業
務 

（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
基
準
） 

第
二
条 
法
第
五
十
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
に
つ
い
て
は
、
当

該
各
号
に
定
め
る
と
お
り
と
す
る
。 

一 

銀
行
業 

そ
の
事
業
を
行
う
者
が
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。 

イ 

直
近
の
三
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
預
金
残
高
の
平
均
が
十
兆
円
以
上
で
あ
る
者 

ロ 

直
近
の
三
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
預
金
口
座
（
別
段
預
金
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
の
数
の
平
均
が
千
万
口
座

以
上
で
あ
る
者 

ハ 

直
近
の
三
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
国
内
に
設
置
し
て
い
る
現
金
自
動
支
払
機
及
び
現
金
自
動
預
入
払
出
兼
用
機

の
数
の
平
均
が
一
万
台
以
上
で
あ
る
者 

二 

信
用
金
庫
法
第
五
十
四
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
行
う
も
の 

そ
の
事
業
を
行
う
者
で
あ
る
こ
と
。 

三 

中
小
企
業
等
協
同
組
合
法
第
九
条
の
九
第
一
項
及
び
第
六
項
の
規
定
に
基
づ
き
行
う
も
の 

同
条
第
一
項
第
一
号
の
事

業
を
行
う
者
で
あ
る
こ
と
。 
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四 

資
金
移
動
業 

そ
の
事
業
を
行
う
者
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。 

イ 

直
近
の
三
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
利
用
者
の
数
の
平
均
が
千
万
人
以
上
で
あ
る
者 

ロ 
直
近
の
三
事
業
年
度
に
お
い
て
為
替
取
引
に
よ
り
移
動
さ
せ
た
資
金
の
合
計
額
の
平
均
が
四
千
億
円
以
上
で
あ
る
者 

五 

保
険
業 
そ
の
事
業
を
行
う
者
が
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。 

イ 

直
近
の
三
事
業
年
度
に
お
け
る
損
益
計
算
書
に
計
上
す
べ
き
保
険
金
等
支
払
金
の
額
か
ら
損
益
計
算
書
に
計
上
す
べ

き
解
約
返
戻
金
、
そ
の
他
返
戻
金
及
び
再
保
険
料
の
合
計
額
を
控
除
し
た
額
の
平
均
が
一
兆
円
以
上
で
あ
る
者 

ロ 

直
近
の
三
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
生
命
保
険
業
務
（
保
険
業
法
第
二
条
第
二
十
九
項
に
規
定
す
る
生
命
保
険
業

務
を
い
う
。
）
に
係
る
保
険
契
約
の
件
数
の
平
均
が
二
千
万
件
以
上
で
あ
る
者 

ハ 

直
近
の
三
事
業
年
度
に
お
け
る
損
害
保
険
業
務
（
保
険
業
法
第
二
条
第
三
十
項
に
規
定
す
る
損
害
保
険
業
務
を
い
う

。
ニ
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
元
受
正
味
保
険
金
の
額
の
平
均
が
一
兆
円
以
上
で
あ
る
者 

ニ 

直
近
の
三
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
損
害
保
険
業
務
に
係
る
保
険
契
約
の
件
数
の
平
均
が
二
千
万
件
以
上
で
あ
る

者 

六 

取
引
所
金
融
商
品
市
場
の
開
設
の
業
務
を
行
う
事
業 

そ
の
事
業
を
行
う
者
（
直
近
の
三
事
業
年
度
に
お
い
て
行
わ
れ
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た
そ
の
開
設
す
る
取
引
所
金
融
商
品
市
場
に
お
け
る
有
価
証
券
の
売
買
に
係
る
総
売
買
代
金
の
平
均
が
七
十
五
兆
円
未
満

で
あ
る
者
を
除
く
。
）
で
あ
る
こ
と
。 

七 

金
融
商
品
債
務
引
受
業 

金
融
商
品
取
引
法
第
百
五
十
六
条
の
二
の
免
許
又
は
同
法
第
百
五
十
六
条
の
十
九
第
一
項
の

承
認
を
受
け
て
そ
の
事
業
を
行
う
者
で
あ
る
こ
と
。 

八 

第
一
種
金
融
商
品
取
引
業 

金
融
商
品
取
引
法
第
二
十
九
条
の
登
録
を
受
け
て
そ
の
事
業
を
行
う
者
が
次
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。 

イ 

直
近
の
三
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
顧
客
か
ら
預
託
を
受
け
た
金
銭
、
有
価
証
券
そ
の
他
の
財
産
の
残
高
の
平
均

が
三
十
兆
円
以
上
で
あ
る
者 

ロ 

直
近
の
三
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
顧
客
が
有
価
証
券
の
取
引
又
は
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
を
行
う
た
め
の
口
座
の

数
の
平
均
が
五
百
万
口
座
以
上
で
あ
る
者 

九 

信
託
業 

そ
の
事
業
を
行
う
者
が
直
近
の
三
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
そ
の
受
託
す
る
信
託
財
産
（
管
理
を
第
三
者

に
委
託
し
て
い
る
も
の
を
除
く
。
）
の
残
高
の
平
均
が
三
百
兆
円
以
上
で
あ
る
者
で
あ
る
こ
と
。 

十 

資
金
清
算
業 

資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
第
六
十
四
条
第
一
項
の
免
許
を
受
け
て
そ
の
事
業
を
行
う
者
で
あ
る
こ
と
。 
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十
一 

第
三
者
型
前
払
式
支
払
手
段
の
発
行
の
業
務
を
行
う
事
業 

そ
の
事
業
を
行
う
者
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
者

で
あ
る
こ
と
。 

イ 
直
近
の
三
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
そ
の
発
行
す
る
第
三
者
型
前
払
式
支
払
手
段
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
加

盟
店
（
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
第
十
条
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
加
盟
店
を
い
う
。
）
の
数
の
平
均
が
一
万
店
以

上
で
あ
る
者 

ロ 

直
近
の
三
事
業
年
度
に
お
い
て
発
行
し
た
第
三
者
型
前
払
式
支
払
手
段
の
発
行
額
の
平
均
が
一
兆
円
以
上
で
あ
る
者 

（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
の
通
知
） 

第
三
条 

法
第
五
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
（
前
条
各
号
に
掲
げ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
を
行
う
者

に
限
る
。
以
下
同
じ
。
）
の
指
定
の
通
知
は
、
様
式
第
一
に
よ
る
指
定
通
知
書
に
よ
っ
て
行
う
も
の
と
す
る
。 

（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
等
に
関
す
る
公
示
の
方
法
） 

第
四
条 

法
第
五
十
条
第
二
項
（
法
第
五
十
一
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業

者
の
指
定
（
法
第
五
十
一
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
指
定
の
解
除
）
の
公
示
は
、
官
報
に
掲
載
し
て
行
う

も
の
と
す
る
。 
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２ 

金
融
庁
長
官
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
公
示
を
し
た
と
き
は
、
当
該
公
示
の
日
付
及
び
内
容
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用

そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
名
称
等
の
変
更
の
届
出
） 

第
五
条 

法
第
五
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
名
称
又
は
住
所
の
変
更
の
届
出
は
、
様
式
第
二
に
よ

る
名
称
等
変
更
届
出
書
に
よ
っ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
の
解
除
の
通
知
） 

第
六
条 

法
第
五
十
一
条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
五
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
の
解
除
の

通
知
は
、
様
式
第
三
に
よ
る
指
定
解
除
通
知
書
に
よ
っ
て
行
う
も
の
と
す
る
。 

（
立
入
検
査
の
証
明
書
） 

第
七
条 

法
第
五
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
に
対
す
る
立
入
検
査
を
す
る
職
員
の
身
分
を
示
す
証

明
書
は
、
様
式
第
四
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

附 

則 

こ
の
府
令
は
、
法
附
則
第
一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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様式第一（第三条関係） 

 

第   号 

 

 

指 定 通 知 書 

 

 

年  月  日 

 

        殿 

 

金融庁長 官 

（公印省略） 

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律

（令和４年法律第 43 号）第 50 条第１項の規定により特定社会基盤事業者と

して指定したので、同条第２項の規定により、下記のとおり通知する。 

 

 

記 

 

名 称  

住 所  

特定社会基盤事業

の 種 類 
 

指定をした年月日  
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様式第二（第五条関係） 

 

名称等変更届出書 

 

年  月  日 

 

殿 

 

名 称         

代表者の氏名         

 

 

次のとおり変更するので、経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の

確保の推進に関する法律第 50 条第３項の規定により、届け出ます。 

変 更 事 項  

名称又は住所 
変 更 前 変 更 後 

  

変更年月 日  

変更の理 由  

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第三（第六条関係） 

 

第   号 

 

 

指 定 解 除 通 知 書 

 

 

年  月  日 

 

        殿 

 

金融庁長 官 

（公印省略） 

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律

（令和４年法律第 43 号）第 51 条の規定により特定社会基盤事業者としての

指定を解除したので、同条において準用する同法第 50 条第２項の規定により、

下記のとおり通知する。 

 

 

記 

 

名 称  

住 所  

特定社会基盤事業

の 種 類 
 

指定をした年月日  

指定を解除した 

年 月 日 
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年 月 日発行第 号（ 年 月 日まで有効） 

 

（発 行 権 者） 

 

 

（写真） 

様式第四（第七条関係） 

表 

 

職      名 氏      名 生 年 月 日 

   

 

 

 

 

 

裏 

（備考）用紙の大きさは、日本産業規格Ｂ８とする。 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律抜粋 

（報告徴収及び立入検査） 

第五十八条 （略） 

２ 主務大臣は、第五十一条、第五十二条第六項及び第十項並びに第五十五条第一項及び第二項の規定の施

行に必要な限度において、特定社会基盤事業者に対し、その行う特定社会基盤事業に関し必要な報告若し

くは資料の提出を求め、又はその職員に、特定社会基盤事業者の事務所その他必要な場所に立ち入り、当

該特定社会基盤事業に関し質問させ、若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 

３ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったとき

は、これを提示しなければならない。 

４ 第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

第九十六条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、三十万円以下の罰金に処

する。 

一～四 （略） 

五 第四十八条第五項から第七項まで、第五十八条第二項又は第八十四条第一項の規定による報告若し

くは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告をし、若しくは虚偽の資料を提出し、又は当該職員の質問

に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

六・七 （略） 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障

の確保の推進に関する法律第 58 条第２項の規定

による立入検査証 
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